
令和６年度第１回部活動・地域移行関係者会議

説明資料

北海道教育庁学校教育局部活動改革推進課

資料２

部活動の地域移行の取組について
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部活動の地域移行に関する計画等
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北海道部活動の地域移行に関する推進計画の概要（令和5年3月策定）

計画期間
国のガイドラインが改革推進期間とする、令和５年度から令和

７年度末までの３年間。
市町村においては、国のガイドライン及び本計画を市町村の推

進計画策定等の参考とするなどしながら、地域の実情に応じて取
組を進めることが望ましい

部活動の地域移行の目的

部活動の地域移行は、生徒の望ましい成長のために、地域の持
続可能で多様な環境の一体的な整備により、地域の実情に応じス
ポーツ・文化芸術活動の最適化を図り、体験格差を解消すること
を目指すもの。

第１章 国の動向
・平成29年以降、学校における部活動の厳しい現状を踏まえ、部活動の
適正化、地域との連携・協働、地域移行の方向性が示されてきた。

・公立中学校等を対象として、まずは休日の部活動から段階的
に地域移行を進めること、地域連携や地域クラブ活動への移
行について、令和５年度から令和７年度までの3年間を改革推
進期間と位置付けて支援することが示された。

第２章 北海道における方向性

・令和5年度から令和7年度までの期間において、出来るだけ早
い段階に集中的に取組を展開

・市町村の取組状況を把握し、必要な支援等を継続的に実施

第３章 道教委の取組とスケジュール

・市町村への事例提供・助言
・複数市町村間の調整
・地域の人材及び兼職兼業を
希望する教員の人材バンク
の整備
・大会主催者への要請
・部活動の位置付け等の周知
・広報・啓発
・取組状況の把握 等

(1) 運営団体・実施主体の整備

(2) 指導者の確保

(3) スポーツ・文化施設の確保

(4) 大会・コンクールの見直し

(5) 費用分担に関する意識の醸成

(6) 部活動の位置付けについての理解の促進

(7) 取組の促進

・公立中学校等を対象として、まずは休日の部活動から段階的に
地域移行することを基本とし、休日の部活動の地域クラブ活動
への移行については、令和５年度から令和７年度までの３年間
において取組を重点的に行い、地域の実情等に応じて可能な限
り早期の実現を目指す。

・公立高等学校については、生徒の心身の健全育成や教員の働き
方改革の観点から、地域や学校等の実情に応じて部活動の改善
に取り組む。

推進体制

・毎年度、「部活動改革推進本部（仮称）」を設置し、関係部署が横断的に連携し、施策を推進
・「部活動改革推進本部（仮称）」及び有識者や学校関係者、競技団体、保護者等で構成する「部活動関係者会議」に進捗状況を報告し、
その意見等を踏まえ効果的に推進
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北海道部活動の地域移行に関する推進計画の概要

第４章 市町村の取組と実施イメージ

生徒の状況に応じた機会の確保 これまでの部活動の課題や地域の実情、多様な生徒のニーズを踏まえ、在り方を検討する。

地域クラブ活動と学校の連携 部活動の地域移行が完成するまでは、地域クラブ活動と学校の部活動で指導者が異なることなどから、
地域クラブ活動と学校の関係者が連携する。

休日の部活動の地域移行
公立中学校等を対象として、休日の部活動の地域クラブ活動への移行については、令和５年度から令

和７年度までの３年間において取組を重点的に行い、地域の実情等に応じて可能な限り早期の実現を目
指す。

総論

運営団体・実施主体
の整備

•運営団体・実施主体
の整備は地域の実情
に応じて実施

•検討にあたり、協議
会等の体制整備が大
切

•近隣の市町村との連
携も有効

指導者の確保

•団体の指導者やクラ
ブチーム選手、学生
等の人材発掘・活用

•人材バンクの活用や
希望する教員の兼職
兼業も考えられる

•教員本人の意識を十
分に確認・尊重。業
務や健康、学校運営
への支障を勘案

スポーツ・文化施設
の確保

•公共施設、民間施設、
学校、廃校施設の活
用

•指定管理者制度や業
務委託等の活用など
学校施設活用の工夫

•低廉な利用料の検討

•学校の負担軽減のた
めのルール作り

大会・コンクール等
の見直し

•地域クラブ活動の参
加を認めるよう働き
かけが大切

•大会等に関する支援
の在り方の見直しを
検討

•生徒や教員の過度な
負担とならないよう
働きかけが大切

部活動の位置付けに
ついての理解促進

•部活動の設置運営が
法令上の義務ではな
いこと

•部活動指導員などが
指導出来ること

•生徒の自主的自発的
な参加により行われ
ることなどの理解促
進が大切

費用負担の軽減

•施設使用料を低廉な
額としたり、送迎に
係る配慮を行うなど
の支援が大切

•経済的困窮家庭への
支援

•企業等の協力、基金
の創設、企業版ふる
さと納税の活用等

各論

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・協議会等の設置
・ニーズの把握
・運営団体・実施主体の決定
・地域人材の把握と指導者の確保
・運営方針等の決定

実施競技種目等の拡大
検証・改善

一部競技種目等で施行実施
協議会等の会議で検証・改善

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
例
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学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁・文化庁）から抜粋
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学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁・文化庁）から抜粋
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中学校における部活動指導員配置促進事業及び道立学校における部活動指導員配置事業について

事業の概況（令和６年４月１日現在）

１ 中学校における部活動指導員配置促進事業

２ 道立学校における部活動指導員配置事業

市町村が部活動指導員を配置する際の費用の２／３を補助

道立学校に部活動指導員を配置

○ 配置数等

市町村数 学校数 配置人数
内訳

運動部 文化部
令和６年度 ３３ ８９ １５２ １３０ ２２
令和５年度 ２５ ５９ １１０ ９９ １１

○ 配置数等

学校数 配置人数
内訳

運動部 文化部
令和６年度 １３５ ２５６ ８５ １７１
令和５年度 １３１ ２４５ ８６ １５９

部活動指導員
学校教育法施行規則で定められている学校職員。
部活動において、勤務校の校長の監督の下に、実技指導、練習試合等の引率などの業務に従事する。
校長は、部活動指導員に部活動の顧問を命じることができる。

【事業の目的】生徒の活動機会確保、部活動指導に当たる教員の負担軽減

昨年度比
中学校：42名増

道立学校：11名増

地域連携の取組例
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学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁・文化庁）から抜粋
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学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン（スポーツ庁・文化庁）から抜粋
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道教委の取組
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札幌市

江別市

千歳市

恵庭市

北広島市

石狩市

当別町新篠津村

函館市
北斗市

松前町 福島町

知内町

木古内町

七飯町

鹿部町
森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

今金町

せたな町

小樽市

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町 ニセコ町

真狩村
留寿都村

喜茂別町

京極町

倶知安町

共和町

岩内町

泊村

神恵内村

積丹町

古平町

仁木町

余市町

赤井川村
夕張市

岩見沢市

美唄市

芦別市

赤平市

三笠市

滝川市

砂川市歌志内市

深川市

南幌町

奈井江町
上砂川町

由仁町
長沼町

栗山町

月形町

浦臼町

新十津川町

妹背牛町

秩父別町

雨竜町
北竜町

沼田町

旭川市

士別市

名寄市

富良野市

鷹栖町

東神楽町

当麻町

比布町
愛別町

上川町

東川町

美瑛町

上富良野町

中富良野町

南富良野町

占冠村

和寒町

剣淵町

下川町

美深町

音威子府村中川町

幌加内町

留萌市

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

稚内市

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

豊富町

礼文町

利尻町

利尻富士町

幌延町

北見市

網走市

紋別市

美幌町

津別町

斜里町

清里町

小清水町

訓子府町

置戸町

佐呂間町

遠軽町

湧別町

滝上町

興部町

西興部村

雄武町

大空町

室蘭市

苫小牧市

登別市

伊達市

豊浦町

壮瞥町 白老町

厚真町

洞爺湖町

安平町

むかわ町

日高町

平取町

新冠町

浦河町

様似町

えりも町

新ひだか町

帯広市

音更町

士幌町

上士幌町

鹿追町

新得町

清水町

芽室町

中札内村
更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦幌町

釧路市
釧路町

厚岸町

浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町

根室市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町

令和６年度国の委託事業の活用状況（R6.10.1 時点）

スポーツ庁委託事業活用
スポーツ庁・文化庁委託事業活用
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管内 市町村 管内 市町村

空知

岩見沢市

上川

旭川市

砂川市 鷹栖町

由仁町 中川町

長沼町 東川町

石狩 北広島市
留萌

留萌市

後志

余市町 初山別村

岩内町 宗谷 利尻富士町

蘭越町 ※
ｵﾎｰﾂｸ

北見市

胆振

安平町 遠軽町

伊達市

十勝

足寄町

登別市 ※ 池田町

白老町 ※ 中札内村

厚真町
釧路

厚岸町 ※

日高 新ひだか町 標茶町 ※

檜山 厚沢部町

スポーツ庁委託事業実施市町村数 29 市町村

文化庁委託事業実施市町村数 ※ 5 市町村
※国の委託事業を受けずに、
独自に取組を進める市町村もあります。



部活動の在り方検討支援アドバイザー派遣事業

国の委託事業を活用し、地域における部活動の在り方の検討
や取組を支援することを目的として、学識経験者や地域スポ－
ツの実践経験者等をアドバイザーとして、市町村が主催する地
域説明会や検討会議等に派遣

派遣実績

趣 旨

令和4年度：19市町
令和5年度：37市町村＋教育局での活用6件

アドバイザー
・山本 理人 北海道教育大学岩見沢校キャンパス長
・小田 新紀 NPO法人幕別札内スポーツクラブ クラブマネージャー
・磯田 大治 NPO法人おにスポ理事長
・井上 諭一 NPO法人枝幸三笠山スポーツクラブ理事長
・伊端 隆康 NPO法人留萌スポーツ協会理事長
・熊耳 雅美 公財）北海道スポーツ協会クラブアドバイザー
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ほっかいどう部活動・地域クラブ活動サポーターバンク

令和５年３月に、部活動指導員と外部指導者候補者の募集の
ため「ほっかいどう部活動サポーターバンク」を設置。
令和６年２月からは、バンクの運用において札幌市教委と連

携を開始し、道教委から人材情報を提供する一方で、札幌市教
委から道教育大札幌校の学生向けにチラシが配布されるなど双
方の取組により、登録者数が着実に増加。

○登録者
延べ695人（実人数344人） R6.9.30時点

・登録数の多い種目 ：野球82人、バスケ60人、サッカー60人
・登録数の多い地域 ：石狩233人
・登録数の少ない地域：檜山12人

○ 活用の流れ
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子どもたちが、将来にわたってスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる環境を整えるため、企業等からの支援（寄附や人
的支援等）を受けられる体制を整備し、各地域における官民連携による取組促進を図る。

R6
教育庁部活動改革推進課

・行政や団体など既存のリソースだけで、部活動・地域クラブ活動を持続的に行う
ためには、参加者による相応の費用負担や継続的な財政的な支援が必要となる。
・改革推進期間後の持続可能な運営のため、道が企業等と連携しながら支援する仕
組や、実施主体が地元企業との連携体制の構築を支援する仕組みが求められている。

事業の趣旨

部活動の地域
移行に向けた
主 な 課 題

運営団体・実施主体の整備
指導者の質と量の確保
運営財源の確保
参加者の費用負担軽減

【役割分担案】

HokkaiDo Supporters for The ARts & SporTs

北海道

市町村教育委員会
地域クラブ

事業展開

地元企業・商工会等

企業・経済団体

支援呼びかけ・事業提案等

事業企画

・寄付・協賛
・人的支援 等

・ノウハウ提供
・アドバイザー派遣

自走に向けた連携体制の構築

地域の支社や団体へ
支援呼びかけ

将来にわたり子どもたちがスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができるよう、官民連携で実施主体を支援

※Do-STARTとは･･･
HokkaiDo Supporters for The ARts & SporTsのアクロニムで、道内で始まった部活動の
地域移行を支援する仕組み

事業の実施にあたり、知事部局（環境生活部、
官民連携推進局）と道教委が横断的に連携し、
それぞれの役割を明確化することで、取組の推
進を図る。

総合政策部環境生活部

教育庁

ほっかいどう応援団会議

道内外企業 経済団体

地元企業 地域支社・支店

商工会・青年会

・ニーズの共有

Phase2

Phase1
事業の推進体制

環境生活部
（スポーツ振興課・文化振興課）

実施主体のニーズ把握

総合政策部
（官民連携推進局）

企業への呼びかけ

教育庁
（部活動改革推進課）

事業総括・企画
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スポーツ庁委託事業 令和６年度 地域スポーツ連携・協働再構築推進プロジェクト

令和５年度の北海道の取組と成果

○Do-START構想実現に向けた

先進地域視察等による研究

○セミナー開催による官民連

携に向けた道内企業・トッ

プチームの機運醸成

○人材バンク周知による登録

者の拡大

○指導者養成講座による地域

人材の養成

○複数種目を体験できるイベ

ントによるマルチスポーツ

の普及

○関係者間のネットワーキン

グの促進、ステークホル

ダーの拡大

得られた課題と示唆

○地域のスポーツ環境整備に向けた庁内体制構築の必要性
○「財源≠公金」等といった行政側の発想の転換が必要
○寄付等の善意に寄らない企業等との共創による官民モデ
ルの創出

○サポーターバンク登録者向けの継続的な養成講座、指導
者認証プログラム等の必要性

○マルチスポーツ普及に向けた総合型スポーツクラブの設
置、基盤強化

北 海 道 が
抱える課題

・少子高齢化による地域コミュニティ機能の低下・税収減。都市部への人口集中やJR等交通体系の脆弱化。
・子どもの体力が小中男女ともに全国平均を下回る。中学男女は全国平均と比べ運動習慣のない生徒の割合が多い。
・部活動の地域移行に単独で取り組むことが難しい小規模自治体が多い。総合型SCの市町村設置率50.8％。子どもたちの持続可能なス
ポーツ・文化環境の整備のため、市町村間の連携や財源及び人材の確保が重要。

① マルチスポーツ体験イベントを全４回実施
② 官民連携に係る先進地域の視察、セミナーの開催
③ 指導未経験者等を対象とした養成セミナーの開催

Do-START構想のモデル展開

令和６年度の北海道の取組（案）

・安平町、沼田町、余市町を実証自治体として選定
・北海道・実証自治体の関係者、北海道経済産業局、地域のスポーツ団体、民間企業等で構成する実行
委員会等の体制を構築し、スポーツを通じた地域課題の解決に向けた取組を推進。

・スポーツ振興、部活動の地域移行の課題としてあげられている財源・人材の確保について、官民連携
で課題解決を目指す。

ア.既存スポーツ関係団体等のそれぞれの強みを活かしたスポーツ活動の展開

•多様な種目を体験出来るスポーツ体験イベントを開催

•民間企業等と連携し、商品やポイントカードと連携した売上還元スキームの創出

イ.既存公共施設等を活用した地域根ざしたスポーツ環境の創出

•地域クラブ活動における遠隔指導の実証

•官民共創による地域でのチャリティイベントの開催

ウ.多様な住民にニーズに対応できる多様な指導者の発掘・創出

•サポーターバンク登録者向けの指導者認証プログラムの構築

•「参加から参画」に向けた指導者養成講座の開催

エ.スポーツを通じた地域における共生社会の実現に向けた取組

•近隣市町村と連携した持続可能なスポーツ環境の構築

•事業の成果の普及と啓発を目的としたシンポジウムを開催

子どもたちの持続可能なスポーツ環境整備のため、官民連携による支援モデルの創出
公費に頼らない、自走に向けた地域クラブの基盤の強化

※青字はR6新たに取り組む内容
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地域貢献型自動販売機の設置（官民連携の取組）

○ 部活動の地域移行の課題である財源確保について、民間企業との共創により課題解決を目指すため、
国の事業を活用し、当課で進めている「Do-START事業」のモデルを展開。

○ 国事業の実証自治体としている安平町において、道教委と連携協定を締結している大塚製薬株式会社の
自動販売機を設置し、部活動の地域移行の受け皿となっているNPO法人アビースポーツクラブに売り上げ
の一部を寄附するスキームを展開、財源確保の一助とする。

○ 今後、効果の検証を行い、安平町内の他の公共施設等への設置を検討するとともに、取組成果をまとめ、
全道に普及。
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部活動の地域移行に係る町村長への説明

○ 目的等
部活動の地域移行を円滑に進めるためには、首長部局における社会福祉・医療やまちづくりの
担当部署等との連携・協力が必要であることを踏まえ、町村長を対象に地域移行の趣旨や現状
等に関する説明会を実施

○ 実施時期
令和６年１月～６月

○ 実施管内
令和５年度：９管内（石狩・日高・渡島・檜山・上川・宗谷・オホーツク・十勝・釧路）
令和６年度：５管内（空知・後志・胆振・留萌・根室）

○ 町村長からの主な意見
・地域移行に反対ではないが、受け皿になる組織や人材の確保などの課題をどのように解決するのか見えない。
・小規模の町村では地域移行のイメージが持てない。
・地域移行は市町村の課題とせず、国や道が具体的にその方策を示すべき。
・役場の職員も人材が不足しており、指導人材の確保は難しく、改革推進期間内での移行は難しい。
・地域移行は、学校の教員の負担を減らすために地域へ押し付けているように感じる。
・地域クラブに移行することで勝利至上主義となり、これまでの部活動とは目的が変わってしまうのではないか。
・地域に受け皿がなく、また移行に向けての準備時間も足りない。地域のスポーツ協会も弱体化が進んでいる。
・部活動は学校でやるべきものではないのか。国の言い方も歯がゆい。地域に移行させるのならもっとはっきり
鮮明に打ち出すべき。

・部活動に熱心な先生もいる。その方の扱いを考える必要がある。働き方改革もあり難しい。
・平日と休日で指導者が異なる場合、指導の整合性が図られるのか。
・当町は、国の事業を活用し先行して取り組んだ結果、課題が見えているので、新たな発想で取り組みたい。
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部活動の地域移行に係る
市町村の取組状況調査結果概要より

市町村の取組状況

【令和６年６月１日現在】
（※令和６年８月１日更新）
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市町村取組状況の推移

全体的に数値が伸長し、特に「指導者人材の把握」「協議会等の設置」

「生徒・保護者のニーズの把握」に着手した市町村数は、２割以上の大幅増加

121

18

21

35

11

37

21

3

156

42

69

60

20

64

25

11

172

81

99

114

96

108

104

102

47

9

176

115

138

152

121

158

130

126

67
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0 20 40 60 80 100 120 140 160

内部検討の着手

地域説明会の実施

協議会等の設置

生徒・保護者のニーズ把握

運営団体・実施主体の決定

指導者人材の把握

指導者人材の確保

運営方針等の決定

休日の地域クラブ活動の実施（ス）

休日の地域クラブ活動の実施（文）

R4.12 R5.6 R5.12 R6.6
R5.6以前は調査なし

各項目の数値は、「実施済み」の他、「取組中」・「検討中」・「今年度中に実施予定」等を含む。（※クラブ活動の実施を除く。）

50市町村増
28%UP

38市町村増
21%UP

39市町村増
22%UP

合計実市町村数

22市町村増
12%UP ※49市町村（R5.12）→71市町村（R6.6）
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地域移行に向けた課題

「指導者の確保」が最も多く、続いて「実施主体・受け皿団体の確保や体制整
備」「運営財源の確保」「生徒の移動手段の確保」が多い。（※前回調査結果と同様）

地域移行に向けた取組において、課題に感じている点について選択してください。

88.8%

96.6%

82.6%

79.8%

51.1%

27.0%

64.0%

66.3%

52.2%

48.9%

20.8%

1.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 120.0%

実施主体・受け皿団体の確保や体制整備

指導者の確保

運営財源の確保

生徒の移動手段の確保

活動場所の確保

庁内の推進体制の脆弱性

近隣市町村との連携体制の構築

関係団体との調整

大会参加に係る条件（指導者の資格取得要件等）

地域における理解の促進

民間企業等との連携

その他

④

＜その他主なコメント＞
・生活困窮世帯への支援（就学援助の基準緩

和を含む）
・学校教員の理解不足

①

②

③
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近隣市町村との連携

約２割の市町村が「複数の市町村で地域クラブ活動に取り組んでいる」又は
「検討を進めている」と回答した一方、約５割の市町村が「連携して進めたい
が具体的な検討に至っていない」と回答

部活動の地域移行に係る近隣市町村との連携状況について選択してください。

0% 2%

22%

51%

22%

3%

既に複数の市町村で地域クラブ活動を本格実

施している
複数の市町村で地域クラブ活動に試行的に取

り組んでいる
関係市町村間で検討を進めている

近隣市町村と連携して進めたいが、具体的な

検討に至っていない
該当無し

その他
＜その他の主なコメント＞
・他市町村が実施している拠点校部活動に参加して
いる。

・近隣市町村と情報共有、情報交流を行っている。

24.2％
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